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日本の農業・栄養の知見をアフリカへ 

-鹿児島大学の学生・大学院生らがウガンダ農村開発に挑む 

JICA 海外協力隊（連携派遣）始動- 

（8 月 25 日(火)覚書署名式を開催） 

 

独立行政法人国際協力機構九州センター（以下「JICA九州」）と国立大学法人鹿児島

大学（以下「鹿児島大学」）は、ウガンダ農村部における農業生産性の向上や栄養・衛生

環境の改善を目的に、鹿児島大学を代表機関とする6大学・1企業の学生・大学院生らを

JICA海外協力隊として派遣する「JICA海外協力隊（連携派遣）」を始動します。本連携派

遣に関する覚書署名式を、下記のとおり実施します。 

本連携派遣は、同じく鹿児島大学を代表機関として6大学・1企業が、本年9月よりウガ

ンダ国立農業研究機構（NARO）等と進める共同研究と連携して実施するものです。この共

同研究では、気候変動の影響を受けるウガンダの稲作地域において、安定的で環境に配慮

したコメ生産技術の開発を目指します（SATREPS：地球規模課題対応国際科学技術協力プ

ログラム「水稲の再生力を活用した多回収穫稲作技術体系の開発」）。 

本連携派遣は、SATREPSの共同研究により開発・実証された技術や知見の社会実装を推

進することを目的としています。派遣される協力隊員は、共同研究で得られた技術や知見

を地域の農家や住民に届け、その活用を支援することで、生計向上と生活環境改善につな

がるモデル農村の形成を目指します。SATREPSが技術の研究・開発を担い、JICA海外協力

隊がその成果の普及・定着を担うことで、技術開発にとどまらず、農家の所得向上や栄

養・衛生環境改善までを一体的に進める新たな国際協力の形として期待されます。また、

協力隊員の帰国後は、現地で培った技術・経験を日本の農業や地域づくりなどに活かすな

ど、現地での経験を日本社会に還元されることも期待されます。この機会に、ぜひ取材を

ご検討ください。 

 

■署名式の概要 

 日時：2026年8月25日（火）13時15分～13時45分 

 会場：鹿児島大学稲盛記念館3階 

 

 内容（予定）： 

13:15-13:16 (1分) 開会の辞 

13:16-13:20 (4分) 出席者紹介 

13:20-13:25 (5分) 挨拶（井戸 章雄 鹿児島大 学長） 

13:25-13:30 (5分) 挨拶（若林 基治 JICA九州 所長） 

13:30-13:34 (4分) JICA海外協力隊連携派遣に係る覚書の署名、写真撮影 

13:34-13:35 (1分) 閉会の辞 
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13:35-13:45 (10分) メディア対応 

 

 出席者 

【鹿児島大学】井戸 章雄（学長）、坂上 潤一（農学部 教授） 

【JICA】若林 基治（JICA九州 所長） 

 

■連携の概要 

 提案団体： 

鹿児島大学、佐賀大学、島根大学、東京農工大学、山形大学、東北大学、グリーン

株式会社 

 

 目的： 

ウガンダ農村における現地に適合した新たな品種の円滑な導入と普及、食生活を中

心に栄養・衛生環境の改善、生計向上策の具体化により、地域経済の発展と生活環

境改善に貢献する。 

 

 実施期間： 

2026年8月25日～2031年3月31日 

 

 配属先 

国立農業研究機構（NARO）、国立作物資源研究所（NaCRRI）、農業畜産省関係部局 

 

 派遣予定人数 

農学や開発学、栄養学等を専攻する大学生・大学院生（長期派遣(1～2年間) 約3

名、短期派遣（数か月間） 約16名程度（想定）） 

 

 主な活動内容 

・稲作新品種の評価試験及び栽培管理技術の実証・普及  

・農家への栽培技術指導や営農研修の実施  

・農家グループや協同組合等の組織化支援  

・生計向上に向けた農業経営・収入向上活動の実施  

・栄養教育、食生活改善指導及び衛生啓発活動の実施 

 

■今後の展望 

派遣を通じて得られた経験や知見を、帰国後に大学や地域社会に還元し、日本の地域課題

解決にも寄与することが期待されています。 

 

【本件に関する問い合わせ】 

JICA九州 市民参加協力課 渡久地 
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TEL：093-671-6311（代表） E-mail： Toguchi.Mai@jica.go.jp 

 

 

【参考】 

◼独立行政法人国際協力機構（JICA）について  

JICAは、開発途上国が直面する課題を解決するため、技術協力、有償資金協力、無償資金

協力など日本の政府開発援助(ODA)の中核を担う二国間援助の実施機関で、150以上の国と

地域で事業を展開しています。 

国際社会の課題は日本とも密接に関係しています。国内外のパートナーと協力してそれら

の解決に取り組み、世界の平和と繁栄、日本社会の更なる発展に貢献します。 

詳しくは https://www.jica.go.jp/index.html をご覧ください。 

 

■JICA 海外協力隊について 

JICA 海外協力隊は日本政府の ODA 予算により、独立行政法人国際協力機構（JICA）が実 

施する事業です。開発途上国からの要請（ニーズ）に基づき、それに見合った技術・知識・ 

経験を持ち、「開発途上国の人々のために生かしたい」と望む方を募集し、選考、訓練を経 

て派遣します。 

その主な目的は、以下の 3 つです。 

（１）開発途上国の経済・社会の発展、復興への寄与 

（２）異文化社会における相互理解の深化と共生 

（３）ボランティア経験の社会還元 

 

■JICA海外協力隊連携派遣について 

JICA海外協力隊連携派遣とは、JICAと団体が連携し、団体から推薦された人材を JICA海

外協力隊として開発途上国へ派遣する制度です。派遣者は、現地の課題解決に取り組むと

ともに、帰国後はその経験を所属組織や地域社会へ還元することが期待されています。 

https://www.jica.go.jp/index.html

